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１．事故の概要
１.事 業 者 名 ：日本貨物鉄道株式会社

２.事 故 種 類 ：列車脱線事故

３ 発 生 日 時 ：平成２４年４月２６日（木）５時３６分ごろ （天候：曇り）３.発 生 日 時 ：平成２４年４月２６日（木）５時３６分ごろ （天候：曇り）

４.発 生 場 所 ：江差線 泉沢駅～釜谷駅間（北海道上磯郡木古内町）

５ 関 係 車 両 ：高速貨第３０６１列車（２０両編成）

いずみさわ か ま や かみいそ き こ な い

５.関 係 車 両 ：高速貨第３０６１列車（２０両編成）

６.死 傷 者 ：なし

７.事故概要 ：
日本貨物鉄道株式会社の広島貨物タ ミナル駅発札幌貨物タ ミナル駅行日本貨物鉄道株式会社の広島貨物ターミナル駅発札幌貨物ターミナル駅行

き２０両編成の高速貨第３０６１列車は、青森信号場を定刻（３時５２分）に出発

し、江差線の五稜郭駅に６時１３分に到着した。
ご り ょ う か く

し、江差線の五稜郭駅に６時１３分に到着した。
五稜郭駅で列車の到着を待っていた輸送係は、１８両目の貨車から発煙して

いるのを認めた。
一方 同日の５時５９分に 江差線の釜谷駅構内で分岐器の転換不良が発生一方、同日の５時５９分に、江差線の釜谷駅構内で分岐器の転換不良が発生

したため、北海道旅客鉄道株式会社の保線社員が同駅構内を確認したところ、
周辺のまくらぎに脱線の痕跡があり、分岐器も破損していた。

五稜郭駅で発煙していた貨車は脱線した状態ではなか たが 車両を点検し
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五稜郭駅で発煙していた貨車は脱線した状態ではなかったが、車両を点検し
た結果、車輪等の状況から同貨車が一旦脱線したものと判断された。
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事
２．事実情報

事故発生場所

江差線 五稜郭駅～江差駅間 ７９.９㎞（単線）

事故現場
江差駅

列車進行方向

釜
上
磯

江差線

平成２６年
５月１２日に

廃

木
古

泉
沢
駅

釜
谷
駅

磯
駅 七

重
浜

廃止

古
内
駅

駅
五
稜
郭

駅

郭
駅函

館
駅

2



Japan Transport Safety Board

事故現場付近の地形図

Ｎ

事故現場事故現場

250m 2500 500 750

1:25,000

国土地理院 ２万５千分の１ 地形図使用
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事故現場～釜谷駅略図

29k027m付近 28k680m付近 春駒川踏切道 27k700m

事故現場

29k027m付近

更木川２号道路踏切道

28k233m 本件列車は五稜郭駅まで
運行して停車11号 分岐器

春駒川踏切道

27k700m

釜谷駅
27k460m

列車進行方向

←青森駅方 五稜郭駅方→

運行して停車

12号ｲ分岐器

12号ﾛ分岐器

11号ﾛ分岐器

11号ｲ分岐器
脱線軸が復線←青森駅方 五稜郭駅方→

29k180m 28k773m
27k969m 27k935m

27k458m 27k282m

28k817m                                                                                     
27k130m

制輪子、軸箱支持ゴム等の車両
部品が点在していた区間

脱線軸が復線
27k151m付近

29k180m

29k110m 28k843m

28k773m

R=300m 28k014m 27k890m

R=600m
27k458m

27k413m 27k327m

27k282m

R=600m 曲線

0.7‰7.6‰2.0‰0.5‰1.2‰1.8‰ Level 5.4‰
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勾配
27k660m27k840m28k145m28k756m29k080m29k469m 27k360m



Japan Transport Safety Board

釜谷駅構内略図
（脱線による痕跡及び脱落した車両部品の発見位置）（脱線による痕跡及び脱落した車両部品の発見位置）

五稜郭駅方 →

青森駅方

２７ｋ７３０ｍ～２７ｋ７７０ｍ付近

構

第２ホーム
列車進行方向

春駒川踏切道

（27k700m）

11号ﾛ
安全側線

下り本線

← 青森駅方

２８ｋ３１６ｍ付近

内

通

路

12号ｲ
11号ｲ

２８ｋ３１６ｍ付近

２軸目乗り上がり箇所

（12号ｲ分岐器クロッシング部）

路

第１ホーム

駅 舎

12号ﾛ
上り本線

： 軸ゴム

： クラ

： 制輪子

： 軸箱支持ゴム

２７ｋ１３０ｍ付近～２７ｋ１９２ｍ付近
↑ 事故当日撮影

事故翌日撮影 →
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事故翌日撮影
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脱線現場の状況

7

6

脱線痕

半径300mの曲線

29k027m5

6

乗り上がり開始

レール上を走行後脱線
3

4

列
車
進

乗り上がり開始
（29k032m）箇所

1

2列
車
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向

進
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向

現場付近の外軌の断面形状

29k030m

-1

0

現場付近の外軌の断面形状

レール摩耗量の最大

29k032m-3

-2

乗り上がり開始箇所

列
車
進
行
方

は8.9mmであり、
レールの交換基準
16mm未満である。

レール基本断面

摩耗したレール断面

レール基本断面

摩耗したレール断面
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事故現場付近の軌道変位の状況
軌間変位 高低変位 通り変位及び５ 平面性変位は いずれも整備基準値内であ た

30.0 

軌道変位検査（H24.4.11）における軌道変位（動的値） 列車進行方向

30.0 
変

軌道変位検査（H24.4.11）における軌道変位（動的値） 列車進行方向

・軌間変位、高低変位、通り変位及び５ｍ平面性変位は、いずれも整備基準値内であった。
・複合変位は、整備すべき対象には該当していないが、乗り上がり開始箇所の手前で比較的大きい。

乗り上がり開始箇所 乗り上がり開始箇所
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複合変位とは
が貨物列車が運行する区間における、軌道変位の管理指標の一つであり、通り変位の

生じている向きに軌道面が傾くような水準変位が生じた場合に複合変位の絶対値が
大きくなるように、通り変位に水準変位の１.５倍を減じるか又は加えたものである。

複合変位が大きくなると 貨車の リングや蛇行動が生じやすくなる複合変位が大きくなると、貨車のローリングや蛇行動が生じやすくなる。

整備対象となる複合変位

JR北海道社内規程

複合変位の
種別

複合変位の
対象延長

対象の変位及び箇所数
複合変位量 複合変位の箇所数

第 Ⅰ 種 80ｍ 18㎜ ４箇所

JR北海道社内規程

第 種 箇所

第 Ⅱ 種 60ｍ 21㎜ ３箇所

第 Ⅲ 種 30ｍ 25㎜ ２箇所

第 Ⅳ 種 － 35㎜ １箇所

（ア）高速軌道検測車の測定記録の複合変位が上の表の値以上になったものを対象とする。
（イ）最高速度４５km/h以下の線区は除く。
（ウ）貨物列車運転線区の一般軌道に適用される。

第 Ⅳ 種 35㎜ １箇所

（エ）複合変位の箇所は、両側レールを対象とすることとし、左右レールの複合変位が１０ｍ以上
離れている場合は別個の変位とする。

上表の読み方
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第Ⅰ種は、８０ｍの対象延長の中に変位量が１８mm以上の箇所が４箇所以上あれば、補修が必要になる。
第Ⅳ種は、対象延長がないことから１箇所でも３５mm以上であれば、補修が必要になる。
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鉄道施設の損傷及び痕跡等の状況
脱線軸が復線

事故現場

29k027m付近

更木川２号

道路踏切道

28k233m

本件列車は五稜郭駅
まで運行して停車

11号ﾛ分岐器

春駒川踏切道

27k700m

脱線軸が復線
27k151m付近

釜谷駅
27k460m

列車進行方向

青森駅方 五稜郭駅方

12号ｲ分岐器

12号ﾛ分岐器

11号ﾛ分岐器

11号ｲ分岐器

(1) 半径３００ｍの曲線の２９ｋ０３２ｍ付近から２９ｋ０２７ｍ付近までの約５ｍの間に、右レール（外軌）上を軌間内側

←青森駅方 五稜郭駅方→12号ﾛ分岐器 11号ｲ分岐器

から外側へと斜めに横切る車輪によるものと見られる痕跡があった。

(2) ２９ｋ０２７ｍ付近の左レール軌間内側のまくらぎ上に車輪によるものと見られる痕跡があり、２９ｋ０２６ｍ付近の
右レール軌間外側のレール締結装置が損傷していた。ここから五稜郭駅方のまくらぎには、車輪によるものと見
られる１本の痕跡があり その痕跡は釜谷駅構内まで続いていた。られる１本の痕跡があり、その痕跡は釜谷駅構内まで続いていた。

(3) 釜谷駅構内１２号イ分岐器のクロッシング部付近から、車輪によるものと見られる脱線の痕跡が２本あった。

(4) 釜谷駅構内に敷設されている春駒川踏切道には、砕石が散乱しており、踏切敷板には車輪によるものと見られ
る痕跡があった。る痕跡があ た。

(5) 釜谷駅構内１１号ロ分岐器及び１１号イ分岐器には、車輪によるものと見られる打痕及び線状の痕跡があった。
なお、１１号イ分岐器より五稜郭駅方の軌道には、車輪によるものと見られる痕跡はなかった。

(6) ＪＲ北海道によると、本事故によりまくらぎ（木・ＰＣ）約１,９００本、レール締結装置約３,０００個が損傷したとのこと

9

である。
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車両の状況

列車進行方向列車の編成

５両目 ２両目３両目４両目 １両目

五稜郭駅方 →

５両目
コキ１０６－３２１

６両目７両目８両目９両目１０両目

２両目
コキ１０４－２２８

３両目
コキ１０４－２４４８

４両目
コキ１０４－２２３８

１両目
ＥＨ５００－２４

コキ１０４－２４６コキ１０４－１１６コキ１０４－７３０コキ１０６－６１８コキ１０４－４７２

１１両目
コキ１０６－１１０１

１２両目
コキ１０４－６５５

１３両目
コキ１０４－２２４

１４両目
コキ１０４－２１４７

１５両目
コキ１０４－１４６０ コキ１０６ １１０１コキ１０４ ６５５コキ１０４ ２２４コキ１０４ ２１４７コキ１０４ １４６０

１６両目
コキ１０４－２７９０

１７両目
コキ１０４－２８２２

１８両目
コキ１０７ー２３８

１９両目
コキ１０４－２０３５

２０両目
コキ１０４－１７５ １８両目（脱線した貨車） キキ ８キ ３８キキ ５

← 青森駅方 ●：脱線軸

両目（脱線した貨車）
コキ１０７－２３８
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脱線した貨車の後台車の発火部の状況

← 列車進行方向

正常な状態

第２軸の左側が発火

正常な状態

軸ゴム
クラ

軸ゴム
（事故により発火）

クラ
（事故により
一部落下）

消火後の状態軸箱支持ゴム

11

消火後の状態
（事故により一部落下）
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車両の損傷及び痕跡等の状況

(1) 後台車の台車枠には、脱線により付いたと見られる多数の打痕や擦過痕があった。
また 第１軸及び第２軸は 台車中心より右側に偏位して右車輪と側ばりが接触してまた、第１軸及び第２軸は、台車中心より右側に偏位して右車輪と側ばりが接触して
いた。

(2) 後台車の第１軸については、右側の軸ゴムはまくれ上がり、軸箱支持ゴムの片側は
落失していた また 左側の軸ゴムは台車枠からはみ出し 軸箱支持ゴムは両方とも落失していた。また、左側の軸ゴムは台車枠からはみ出し、軸箱支持ゴムは両方とも
落失していた。

(3) 後台車の第２軸については、右側の軸ゴムはまくれ上がり、軸箱支持ゴムの片側は( ) 後台車の第 軸に いては、右側の軸 ムはまくれ上がり、軸箱支持 ムの片側は
ずれて引っかかっている状態であった。また、左側の軸ゴムは発火し一部が燃え残っ
た状態で、軸箱支持ゴムは両方とも落失していた。

(4) 後台車全４輪の車輪踏面及び車輪フランジに 脱線により付いたと見られる多数の(4) 後台車全４輪の車輪踏面及び車輪フランジに、脱線により付いたと見られる多数の
打痕や擦過痕が全周にわたってあった。特に、後台車の第１軸の車輪は、第２軸の
車輪に比べて著しく損傷していた。

12



Japan Transport Safety Board

脱線した貨車の状況

----- コンテナ４の積載状況 -----
①進行方向右側に段ボール箱４８個

（約５４０㎏）

ｺﾝﾃﾅ１（左側）ｺﾝﾃﾅ２ （左側）ｺﾝﾃﾅ３（左側）ｺﾝﾃﾅ４（左側）ｺﾝﾃﾅ５（左側）

（約５４０㎏）、
②進行方向左側にフレコンバッグ６個

（約３,６００㎏）

コンテナ５の積載状況

列車進行方向本件貨車（ｺｷ107-238）重 重

----- コンテナ５の積載状況 -----
①進行方向右側に段ボール箱４８個

（約５４０㎏）
②進行方向左側に段ボール箱１６個

（約１８０㎏）及びフレコンバッグ３個

ｺﾝﾃﾅ １ｺﾝﾃﾅ ２ｺﾝﾃﾅ ３ｺﾝﾃﾅ ４ｺﾝﾃﾅ ５

軽 軽（約１８０㎏）及びフレコンバッグ３個
（約１,８００㎏） （計１，９８０ｋｇ）

※右側に比べて左側の方が重い積荷
が積載されていた

ｺﾝﾃﾅ１（後方）ｺﾝﾃﾅ２（後方）ｺﾝﾃﾅ３ （右側）ｺﾝﾃﾅ４（右側）ｺﾝﾃﾅ５（右側）

軽 軽

脱線した貨車の後台車の各軸の右車輪の静止輪重比※）は、コンテナを積載していな

が積載されていた。

脱線した貨車の後台車の各軸の右車輪の静止輪重比 は、コンテナを積載していな
い状態（空車状態）では第１軸及び第２軸が１.０１及び０.９９であるのに対して、コンテナを
積載した状態（積車状態）では０.７６及び０.７５であり、両軸とも右車輪の輪重が約２５％
軽い状態となる大きな静止輪重アンバランスが生じていた。
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軽 状態 なる大きな静 輪重アン ラン 。

※「静止輪重比」とは、１軸の輪軸に対し、片側の車輪の輪重をその軸の平均輪重で除した値をいう。
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積荷の集荷からコンテナへの積載までの概略

ＪＲ貨物によれば、積荷の集荷からコンテナへの積載までの概略は次のとおりである。

(1) 貨物利用運送事業者が、空のコンテナを貨物駅から集貨先まで運び荷主から集貨する。
(2) 貨物利用運送事業者又は荷主が 積荷（貨物）をコンテナに積み込む(2) 貨物利用運送事業者又は荷主が、積荷（貨物）をコンテナに積み込む。

その後、貨物利用運送事業者は、ＪＲ貨物の貨物運送約款の規定どおりに積荷が積載されて
いるかを確認した上で、コンテナの扉を施封する。

貨物運送約款（昭和６２年４月日本貨物鉄道株式会社公告第１号）（抜粋）
（コンテナへの積込み及びコンテナからの取卸し）
第３４条 貨物のコンテナへの積込み及びコンテナからの取卸しの作業は、駅以外の場所

で行うものとします。ただし、当社が認めた場合は、駅で行うことができます。
２ 貨物は、床面上にその重量が均衡するよう、かつ、容易に移動しないよう積み込むもの

とします。
３ （略）３ （略）

（コンテナの施封及び開封）
第３６条 コンテナの施封は、施封のできない特別の事情のある場合を除いて、荷送人が当社に

ナを引渡すま 行うも としますコンテナを引渡すまでに行うものとします。
２ コンテナの開封は、荷受人が行うものとします。
３ コンテナの施封に使用する封印環は、当社指定のものとします。
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(3) ＪＲ貨物が、貨物駅に運び込まれたコンテナをフォークリフトにより貨車に積載する。
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３．分析
脱線地点に関する分析脱線地点に関する分析

貨車が脱線した地点については、

（ ）半径 曲線 付近から 付近ま 約 間 右（1）半径３００ｍの曲線の２９ｋ０３２ｍ付近から２９ｋ０２７ｍ付近までの約５ｍの間に、右
レール（外軌）上を軌間内側から外側へと斜めに横切る車輪によるものと見られる痕
跡があったこと、

（2）この付近から釜谷駅構内にかけて１本の痕跡が続いていたこと

から貨車の車輪が２９ｋ０３２ｍ付近で右レールに乗り上がり始め、２９ｋ０２７ｍ付近で
脱線したものと考えられる脱線したものと考えられる。

また、
（1）脱線した貨車の後台車の第１軸の車輪が第２軸の車輪に比べて著しく損傷していた（1）脱線した貨車の後台車の第１軸の車輪が第２軸の車輪に比べて著しく損傷していた

こと、

（2）釜谷駅構内の１２号イ分岐器のクロッシング部付近から、車輪によるものと見られる
脱線の痕跡が２本あ たこと脱線の痕跡が２本あったこと

から２９ｋ０２７ｍ付近で第１軸が脱線し、釜谷駅構内の１２号イ分岐器のクロッシング
が 考

15

部付近で第２軸が脱線したものと考えられる。
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車両に関する分析
脱線した貨車の状況については、

（1）定期検査の記録に異常は見られなかったこと、
（2）本事故後の軸ゴム 軸箱支持ゴム まくらばね及び車輪等の寸法測定の結果 軸ゴム（2）本事故後の軸ゴム、軸箱支持ゴム、まくらばね及び車輪等の寸法測定の結果、軸ゴム

は経年によりゴムが寸法変化している可能性があると考えられるが、その他の項目に
は異常がなかったこと、

（3）空車状態での後台車の静止輪重比は第１軸及び第２軸が１ ０１及び０ ９９であったこと（3）空車状態での後台車の静止輪重比は第１軸及び第２軸が１.０１及び０.９９であったこと

から空車状態の貨車に、脱線に関与するような異常はなかったものと考えられる。

事故現場付近の軌道については、

軌道に関する分析

軌間変位、高低変位、通り変位及び５ｍ平面性変位はいずれも整備基準値内であり、
脱線に影響するような大きな軌道変位ではないと考えられる。

一方、貨物列車が運行する区間において管理することとされている複合変位について
は、整備すべき対象となる変位量及び箇所数に該当していなかったが、右車輪が右レー
ルに乗り上がり始めた２９ｋ０３２ｍの約８ｍ手前に２７.９㎜の複合変位があった。

この比較的大きな複合変位により、車体をローリングさせようとする力が働いて、脱線

16

した貨車の後台車の第１軸右車輪の輪重減少を助長した可能性があると考えられる。
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脱線の原因に関する分析

脱線した貨車は、後台車の各軸の右車輪が軽い状態となる大きな静止輪重アンバラ
ンスが生じていた。

そのため、半径３００ｍの左曲線を走行中は、静止輪重アンバランスが生じていない
車両と比較して、外軌側（右）車輪の輪重が小さい状況で、かつ、内軌側（左）車輪の輪
重が大きい状況となる影響によって外軌側（右）車輪の横圧が増加していたものと考え重が大きい状況となる影響によって外軌側（右）車輪の横圧が増加していたものと考え
られることから、後台車の第１軸は、脱線係数※）が増大していたものと考えられる。

また、貨物列車が運行する区間において管理することとされている複合変位について
は 整備すべき対象となる変位量及び箇所数に該当していなかったが 乗り上がり開始は、整備すべき対象となる変位量及び箇所数に該当していなかったが、乗り上がり開始
箇所の手前に比較的大きな複合変位があったことから、車体をローリングさせようとす
る力が働いて、外軌側（右）車輪の輪重減少を助長させ、右レールに乗り上がりやすい
状況となった可能性があると考えられる。状況となった可能性があると考えられる。

大きな静止輪重アンバランスが生じていたことについては、コンテナ内の積荷の偏積
によるものと推定される。によるものと推定される。
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※「脱線係数」とは、横圧を輪重で除した値をいう。
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脱線事故発生後の安全性に関する分析

運転士の口述によれば、本事故では、運転士が脱線したことを認識でき運転士の口述によれば、本事故では、運転士が脱線した とを認識でき

ずに脱線状態のまま走行を続け、分岐器部で復線したことから、その後、

車両が破損した状態のままで走行し続けるという事態となった車両が破損した状態のままで走行し続けるという事態となった。

こうした事態は、事故を拡大する可能性があると考えられるため、今後、

研究機関等において 運転士が 列車の脱線を早期に認識できる装置の研究機関等において、運転士が、列車の脱線を早期に認識できる装置の

研究開発が進められることが望まれる。
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４．原因

本事故は、貨車にコンテナを積載した状態において、左右の車輪間で大きな
静止輪重アンバランスが生じていたため、半径３００ｍの曲線を走行中に、静止静 輪 ラ 、半径 線を走行中 、静
輪重アンバランスが生じていない車両と比較して、外軌側車輪の輪重が小さく
なり、かつ、内軌側車輪の輪重が大きくなった影響によって外軌側車輪の横圧
が増加したことにより、外軌側車輪の脱線係数が増大して外軌側車輪がレールが増加したことにより、外軌側車輪の脱線係数が増大して外軌側車輪がレ ル
に乗り上がり脱線したものと考えられる。

脱線した貨車に大きな静止輪重アンバランスが生じていたことについては、コ
ンテナ内の積荷の偏積によるものと推定されるンテナ内の積荷の偏積によるものと推定される。

なお、貨物列車が運行する区間において管理することとされている複合変位
が、整備すべき対象には該当していなかったが、車輪のレール乗り上がり開始が、整備すべき対象には該当していなかったが、車輪のレ ル乗り上がり開始
箇所の手前で比較的大きくなっていたことは、外軌側車輪の輪重減少を助長さ
せた可能性があると考えられる。
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５．再発防止策

本事故は、貨車に積載されるコンテナ内の積荷の左右偏積により、車両に大
きな静止輪重アンバランスが生じたことが大きく影響したと考えられることからきな静止輪重アンバランスが生じたことが大きく影響したと考えられることから、
コンテナ内の積荷に左右偏積が生じないようにする必要がある。

この点については、貨物運送約款において、コンテナへの貨物の積載並びに
コンテナの施封及び開封は、貨物利用運送事業者により行うこととされており、
ＪＲ貨物はコンテナ内の積載状態を直接確認できないことから、ＪＲ貨物は貨物
利用運送事業者に対して、コンテナへ積荷（貨物）を積載する際に、偏積の防送 、 積 貨物 積載す 際 、偏積 防
止及び積荷の積載状態の確認など、貨物運送約款の内容を周知徹底する必
要がある。

また ＪＲ貨物は 貨物利用運送事業者等と連携して ンテナを貨車に積載また、ＪＲ貨物は、貨物利用運送事業者等と連携して、コンテナを貨車に積載
する際に、必要に応じて、荷主の承諾を得た上でコンテナを開扉して積荷の積
載状態を確認するなどの対策をすることが望ましい。

なお、コンテナ積載状態で輪重アンバランスを簡易に検知できるシステムの導
入について、検討することが望まれる。
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脱線のメカニズム（概要）

運
転
速

事故現場付近を約５７㎞/hで通過
（運転状況記録装置の記録）

曲線(半径300m)の制限速度
６０㎞/h

関与の可能性

低速
度

（運転状況記録装置の記録）６０㎞/h

輪軸各部の寸法

低

各部の寸法はいずれも管理基準値
関与 能性

車

車輪踏面形状
（修正円弧踏面、ﾌﾗﾝｼﾞ角度65°）

静止輪重比 事故後の測定値 ２４～２５％
関与の可能性

高

各部の寸法はいずれも管理基準値
以内であり、踏面形状にも異常な
し

関与の可能性

低

両

静止輪重比

軸ゴム、軸箱支持ゴム及びま
くらばね等の状態

事故後の測定値 ２４ ２５％ 高

•まくらばねの外観、寸法に異常なし
•軸ゴム等は著しく損傷しているが、カット
した内部は正常な状態(前台車の軸ゴム等は外

観 寸法 ばね定数に異常なし)

関与の可能性

低

軌
軌道変位

関与の可能性

中

観、寸法、ばね定数に異常なし)

•車両部品の脱落は脱線後に発生

各軌道変位はいずれも基準値以下
(ただし、複合変位に比較的大きな値あり)軌

道

レール摩耗量
（交換基準１６㎜）

軌道部材

外軌の最大摩耗量 ８.９㎜

、複 変

関与の可能性

低

道床、まくらぎ、レール締結装置等の
軌道部材に異常なし

関与の可能性

低
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軌道部材
軌道部材に異常なし 低


